
2025 年８月 29日 

国立成育医療研究センター 

 

研究費不正使用に係る調査結果について 

 

１．経緯 

2023 年７月 31 日、元診療部長による研究費の不正使用の疑いについて、内部通報窓口に

情報提供があり、国立研究開発法人国立成育医療研究センター研究活動及び研究資金取扱規

程（以下「規程」という。）に基づき予備調査を経て、2023年９月 12日に本調査の実施を決

定した。 

 

２．調査 

（１）調査期間 

 2023 年９月 12日～2025 年８月７日  

 

（２）調査体制 

 規程に基づき、以下の６名で調査委員会を設置した。 

役割 氏名 所属・役職 
外部 

有識者 

委員長 北澤 潤 国立成育医療研究センター企画戦略局・局長  

委員 北 礼仁 
国立成育医療研究センター財務経理部・部長 

（2023 年９月 12 日～2024年３月 31 日） 
 

委員 古田 章 
国立成育医療研究センター財務経理部・部長 

（2024 年４月１日以降） 
 

委員 金生 由紀子 
東京大学大学院医学系研究科脳神経医学専攻統合脳

医学講座こころの発達医学分野・准教授 
○ 

委員 清水 一男 清水会計事務所・所長 公認会計士・税理士 ○ 

委員 中村 新造 東京芝法律事務所・弁護士 ○ 

 

（３）調査対象者 

 国立成育医療研究センター病院 こころの診療部 元診療部長 立花良之 

 

（４）調査対象課題 

 2017 年度から 2023 年度までの元診療部長が研究代表者もしくは研究分担者となった全て

の研究費（調査対象研究課題：18課題）を調査対象とした。 

 

（５）調査方法 

 関係書類の収集・確認、関係者への聞き取りおよび書面調査等を実施した。 



３．調査結果 

（１）不正の種別 

目的外使用、カラ謝金、架空請求 

 

（２）不正使用に関与した研究者 

 国立成育医療研究センター病院 こころの診療部 元診療部長 立花良之 

 

（３）不正使用の内容 

元診療部長は、研究課題の目的に反する業務に対して、役務費・会議費・謝金・物品費・

旅費として研究費を支出させており、目的外使用による研究費の不正使用が認められた。ま

た、未実施のアンケート調査や未完成の動画作成についての架空請求、実際に講演を行って

いない者に対して講演の対価を支払う等のカラ謝金も確認されており、不正使用額として

10,635,633円を認定した （参考：別表）。これらの行為のうち、センターの業務とは無関係な

出張に対する旅費の申請や成果物を個人的に収得していたものについては私的流用と判断し

た。 

 

４．発生要因 

元診療部長は研究費の執行ルールを恣意的に解釈し、事務補助員等へ書類偽装の指示を行

う等、不適切な研究費執行に関する業務指示を行っていた。また、センターでは、研究費の

執行手続きを担う事務部門が、汎用性の高い物品購入や一部役務等について事前確認制を導

入し、執行目的を確認する等の管理を行っていたものの、管理の目が行き届かない範囲や責

任の所在が明確ではない部分があった。 

 

５．再発防止策 

（１）意識改革・教育研修について 

研究費に関するコンプライアンス教育を強化するため、既存の倫理研修に加え、有識者に

よるコンプライアンス講義等を行い、倫理意識の定着を図る。また、研究費説明会では研究

費執行ルールの説明の他、本事案や他機関の不正事例を紹介し、不正行為に対する注意喚起

を行う。さらに、不正行為に対する責任の自覚を促すため、コンプライアンス行動規範に係

る誓約書を改定し、全職員に再提出を求める。取引業者に対しては、不正防止に係る注意喚

起と通報窓口の周知や誓約書の提出を求め、不正防止体制の強化を図る。 

 

（２）管理・監査体制の強化 

研究管理体制の継続的改善を図るため、新設した研究適正実施調査室において、内部監査

部門等と連携して研究費の執行状況をモニタリングする。不正リスクの把握には、サンプル

調査等を活用する。また、病院長の管理権限の一部を各診療部の統括部長に委譲し、研究適

正実施調査室と連携したモニタリング体制を構築する。さらに、通報窓口の認知度向上のた

め、定期的に案内メールを配信し、相談例や通報者保護等についても案内を行う。 



（３）業務プロセスの見直し 

一部の物品等に対する事前確認の範囲を広げ、支出の適正性の確認体制を強化する。研究

課題情報や判断基準を共有し、部署間の連携を強化して適切な執行を推進する。また、年１

回の集中点検期間を設け、研究者による備品管理状況のセルフチェックと、抜き打ちによる

現物確認を実施する。また、定期的に提出が求められている研究機関の体制整備に関する項

目（厚生労働省及び文部科学省による「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイド

ライン（実施基準）」に基づく 「体制整備等自己評価チェックリスト」等）については、各部

署で確実に実施及び運用されているか確認のうえ報告する。 

 

（４）利益相反マネジメント体制の強化 

 コンプライアンス行動規範の遵守を促す講義を全職員に向けて実施するとともに、研究者

に対して定期的に利益相反の有無を確認する。また、兼業申請の手続きについての周知徹底

を図るとともに、コンプライアンス推進責任者が兼業申請の手続き状況を確認し、必要に応

じて利益相反マネジメント委員会への適切な手続きを研究者に指示する体制を整える。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（別 表） 

 

不正使用に係る認定額 

 

※現在はこども家庭庁の所管である。 

 

 

資金の種類 不正が行われた年度 不正使用額（円） 

厚生労働科学研究費補助金（※） 2020～2022 1,070,080 

社会技術研究開発事業（JST） 2022 490,000 

先進的医療機器・システム等技術開発事業 （AMED） 2022 7,044,963 

共同研究 2022 78,590 

運営費交付金 2020、2022 1,952,000 

合計 － 10,635,633 


